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新しい時代を切り拓く実践経営情報紙 

国家戦略特区を進化させた「スーパーシティ」が間近に自治体・大学との連携が生む新たな地方創生ビジネス  
 

 政府は2月14日の国家戦略特別区域諮問会議で、スーパーシティ構想の実現に向け法整備を進

めていく方針を固めた。スーパーシティが目指すのは「丸ごと未来都市」。自動運転やドローン

配達などを先行して街の生活全般に実現させる。 

 画期的なのは実現に向けた手続きを大幅に簡略化させる点だ。自動運転であれば技術的な問題

はほぼクリア。法整備や社会受容性を高める段階で、様々な規制の緩和が課題となっている。 

 従来の国家戦略特区制度では自治体が規制改革要望を関連省庁に提出、合意を得る必要があっ

たため相応の時間を要した。そこで本構想では指定自治体に規制緩和を委ね、関連省庁は問題が

ある場合のみ手続きをストップさせることとした。つまり、計画と体制を整えれば自治体主導で

革新的な事業がスタートできるのだ。前述した自動運転でいえば、過疎地や離島における地域モ

ビリティ向上の可能性がある。高齢者の買い物や介護負担、事故リスク軽減だけでなく、農林・

水産業の生産力を上げ、人手不足解消も期待できる。 

 こうした動きにおいて産業界と自治体をつなげているのが大学だ。昨年3月に設立された明治大

学自動運転社会総合研究所が長崎・対馬や香川・小豆島で実証実験を展開。他大学を交えた大規

模な域学連携に発展しつつある。スーパーシティが実施段階になれば、大学が推進力となること

は間違いなく、地方創生ビジネスを育てるにあたって必須な存在になるだろう。 

 

 


